別紙様式
平成23度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　項：企画開発費　　目：企画調査費
	事業名:　移住・定住対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
総合企画部観光交流推進局地域振興課　移住・定住担当　電話番号：058-272-1111（内2437）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11161@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　　　4,200千円（前年度予算額：4,200千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　　人口減少社会においても地域が活力を保ち続けるために、「地域の将来を支える人を呼び込む」という視点から、岐阜県の魅力を広く発信し、本県への移住・定住を促進する。
（１）出張相談窓口の開設
　　　　本県への移住相談の多い、愛知・名古屋で定期に出張相談窓口を設置する。
（２）岐阜県ファンクラブの運営

　　　　本県に興味・関心のある方に対し、旬な情報をダイレクトにお届けする。

（３）岐阜県移住・定住推進会議の開催

　　　　　市町村と連携し、県全体で移住・定住を推進するために情報交換や研修会を

実施する。
（４）ＰＲリーフレットの作成

　　　　岐阜県への移住を促進するためのＰＲリーフレットを作成する。

（５）移住・定住関連全国組織への加盟
　　　　移住・交流推進機構、ふるさと回帰支援ｾﾝﾀｰを通じ全国へ情報を発信する。
　（６）移住・定住エリアの構築支援
　　　　 　　　　　　　　　　　　　　名古屋市内で岐阜県総合移住相談会の開催等により移住・定住モデルエリア
エ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　をＰＲするとともに、新たに移住者の受入れを希望する地域に対するきめ細かな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かな支援を実施する。
（７）地域の世話役養成塾の開講

　　　　　移住希望者と地域住民とを繋ぐｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰとして｢地域の世話役｣を養成する。　
	２　所要経費


（１）出張相談窓口の開設　　　　　        320　

（２）岐阜県ファンクラブの運営            344
（３）岐阜県移住・定住推進会議の開催      491
（４）ＰＲリーフレットの作成              170
（５）移住・定住関連全国組織への加盟　    375

（６）移住・定住エリアの構築支援        2,200

　  （７）地域の世話役養成塾の開講            300

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　３ 地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす 
　　　　 交流居住する人を増やし、人口の流入につなげる

　
	２　これまでの取組状況


平成21年4月に総合企画部地域振興課内に専属の移住・定住対策監(課長級)及び移住・定住担当を設置し、市町村と連携を図りながら各種対策を展開してきた。
	３　これまでの取組に対する評価


　・県・市町村の総合窓口への相談件数、移住実績はともに増加傾向にある。
相談先及び件数（H20→H21） 　県：37→73件　　市町村：172→373件

移住実績（H20→H21）　　　　 22人11世帯→126人50世帯
・大幅な移住者増となった市町がある一方で、一層の取組が期待される団体もある。
また、移住実績があっても市町の中心部への移住が多いことから、過疎地域等の
条件不利地域への積極的な支援や受入側のレベルアップなどが必要である。
　　また、潜在的に本県への移住ニーズの高い愛知・名古屋を対象とした情報発信体制
を構築し、重点的に対策を進めていくことが有効な対策である。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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